
実施体制 配点　１５ 最低水準点　６
大項目 中項目 提案書等への記載内容等 参考 主な評価指標 配点

事業者に関する項目 本業務の目的、考え方

本市が示した全体概要と目的への対応や考え方を具体的に記載してくだ
さい。

仕様書「２．全体概要と目的」 業務委託の背景・目的が適切に理解されており、提案内
容の方向性が本市の方針に即しているか。

5

業務実績

・人口50万人以上の自治体、または中核市において、税務システムの構
築及び運用保守の実績について、直近５年間の代表的な契約について５
件まで記載してください。

募集要領「８．参加資格要件」 本業務を履行するにあたり、システムの導入実績は信頼
に足る実績であるか。

10

小計 15

企画提案書 配点　１３５ 最低水準点　５４
大項目 中項目 提案書等への記載内容等 参考 主な評価指標 配点

システム構築に関す
る項目

国が示す標準仕様書への対
応

本市が求める要件への対応及び考え方やアピールポイントがあれば記
載してください。

仕様書「５．１　国が示す標準
仕様書への対応」

国が示す「標準仕様書等」に準拠し、本市において安定
かつ確実に運用できるシステムかどうか。

10

機能に対する追加提案

仕様書「７．１　機能・帳票要件」で提示した要件以外に、パッケージ機能
として、特に本市に提案したい機能を５件以内で提案してください。

仕様書「５．４　追加提案（機能
面）」

提案された機能が、本市にとって有効かどうか。
※別途費用が必要ないこと。

　得点：3点×5件

15

運用に対する追加提案

システムの運用にあたり、業務の効率化や情報セキュリティ強化、コスト
削減を図るための方法を記載してください。なお、別途、費用が掛かる場
合は、その額を記載してください。

仕様書「５．５　追加提案（運用
面）」

提案された内容が、職員負荷軽減、コスト削減、デジタル
技術の活用など、本市にとって有効かどうか。
また、費用が必要な場合は、費用対効果があるかどう
か。

10

スケジュール

・各業務の作業工程ごとに、具体的な日程を記載してください。
・特に検証環境でのテストについては、体制と役割、詳細な作業内容、ス
ケジュール等について職員の負担が軽減されるような手法を踏まえて記
載してください。

仕様書「５．６　導入スケジュー
ル」

本業務を確実に実施できる作業工程及び日程となってい
るか。

5

課題と解決策

・本業務の実施に当たって想定される課題と、その対応方針を記載してく
ださい。

仕様書「５．７　本業務における
課題と解決策」

国の状況を見極め、これまでの導入実績などから、本業
務の実施に当たって想定される課題を的確に示すととも
に、その課題の解決策が適正であるか。 10

役割分担及び体制図

・各作業における、本市と提案事業者の役割分担等が分かるよう記載し
てください。また、本業務の人員体制および各作業工程における人員配
置予定を具体的に記載してください。
・プロジェクト管理者およびプロジェクトメンバーとして配置を予定されてい
る者の税務システムの導入や運用保守に関わった実績について、代表
的なものを３件まで記載してください。
・「業務経歴」欄には、当該業務の規模・内容等が分かるよう具体的に記
載するとともに、情報処理技術者、PMP、クラウドサービスプロバイダー
（ＣＳＰ）の上級クラウド資格取得者には、それぞれの資格保有が確認で
きるよう記載してください。

仕様書「５．８　役割分担及び
体制図」

役割分担、人員や体制が適正であるか。

人員については、本市の構築や運用保守を行っていくう
えで十分な実績があり、各種資格取得者が配置されてい
るか。

利用するクラウドサービスプロバイダー（ＣＳＰ）の上級ク
ラウド資格取得者については、運用保守契約期間内から
の参画でも可とするが、構築当初から本件業務に従事す
ることが望ましい。

5

松山市の概要

・本市の環境（クライアント、プリンタなど）や本市が必須要件としている総
合収納（トータル収納）システムなどの独自運用に対する対応方針を記載
してください。

仕様書「６　松山市の概要」 本市の要望に対し、適正に対応できるか。

10

非機能要件

国が示す非機能要件への対応方針を記載してください。
また、独自の要件を定めている場合は、その要件や選択レベルを記載し
てください。

仕様書「７．２　非機能要件」 本市の要求を満たしているか。
独自要件の場合は、以下を満たしていること。
　①本市の要求水準より有効である。
　②費用の高騰を招いていない

10

データ連携要件

仕様書７．３　データ連携要件について、対応方針を記載してください。 仕様書「７．３　データ連携要
件」

本市の要望に対し、適正に対応できるか。

10

インフラ環境

ガバメントクラウド（AWS）の利用やネットワーク環境について、対応方針
や仕様書で示した想定する必要帯域を記載してください。

仕様書「８．インフラ環境要件」 本市の要件に対し、適正に対応できるか。

5

共通基盤と業務ユニット間の
連携における機能要件

・「認証機能」「統合宛名とのデータ連携機能」「総合収納（トータル収納）
システム連携機能」「時刻同期」「職員管理機能」「EUC機能」について、本
市が求める要件を満たしたうえで、さらに特記すべき事項があれば記載し
てください。

仕様書「９　共通基盤と業務ユ
ニット間の連携における機能
要件」

本市の要望に対し、適正に対応できるか。

10

移行における要件

新システムへのデータ移行・システム切替に関する移行計画（案）を提案
してください。
また、データ移行後の検証内容や、想定される障害等を最小化するため
の方策をふまえ、移行対象・移行スケジュール・移行体制について提案し
てください。

仕様書「10．移行における要
件」

移行に関する深い見識を有したうえで、現実的な計画が
検討出来ているか。

10

操作研修における要件

本市職員が新システムの操作習得に必要な研修時間・回数、研修内容、
習熟度が低かった場合の対策、問い合わせ頻度の高い質問および回答
の周知などを提案してください。

仕様書「１１．操作研修におけ
る要件」

業務の習熟に向けた計画が提案されているか。

5

システム運用・保守に
関する項目

運用要件

本市が求めているダウンリカバリやバックアップ処理、ログ管理、監視要
件等の実現に対する方針や対応方法を記載してください。

仕様書「１２．運用要件」 運用の方針が本市が求める内容となっているか。

10

保守要件

仕様書に記載の「時間」「保守内容」「リモート保守」「SLA」「運用サポート」
について、本番稼働後のシステム保守について、体制・方法等を具体的
に記載してください。
また、運用支援については、運用経費内のサービス内容を記載するとと
もに、本市にとって必要と思われる経費外サービスと費用を記載してくだ
さい。

仕様書「１４　保守要件」 保守内容が充実しており、長期的な視野でシステムを任
せるに足る保守内容であるか。

10

小計 135

機能要件 配点　２１０
大項目 中項目 機能要件書等への記載内容等 参考 評価指標 配点

標準仕様の機能要
件・帳票要件

機能要件等（標準仕様）

別紙３－１－１①～⑦へ記載
別紙３－１－２①～⑥へ記載

回答　対応可否
　○：パッケージ実装
        （標準オプション機能での対応含む）
　×：対応不可
        （本市の区分が○で対応可否が×の場合は代替案を記載【必須】）

仕様書「７．１ 機能・帳票要件」
仕様書 別紙３－１

次の①②③の合計により算定する。
①技術評価点＝９０×（区分○で対応可否○の項目数）
÷（区分○の総項目数）
②４０×（区分□で対応可否○の項目数）÷（区分□の
総項目数）
③－５×（区分○で対応可否×の項目数）

■注意点
　◎：必須機能　⇒　対応可否×は失格
　－：実装不可機能 ⇒ 対応可否○は失格
　○：必要性が高い機能 ⇒ 対応可否☓は減点。
　　　　　　　　　　　　　　　　×で代替案が無い場合は失格
　□：便利機能 ⇒ 対応可否○は加点
　※：実装してもしなくてもどちらでもよい ⇒ 採点対象外

130

標準仕様外の機能・
帳票要件

機能要件等（標準仕様外）

別紙３－２へ記載

回答　対応可否
　○：パッケージ実装
        （標準オプション機能での対応含む）
　×：対応不可
        （本市の区分が○で対応可否が×の場合は代替案を記載【必須】）

仕様書「７．１ 機能・帳票要件」
仕様書 別紙３－２

次の①と②の合計により算定する。
①技術評価点＝８０×（区分●で対応可否○の項目数）
÷（区分●の総項目数）
②－５×（区分●で対応可否×の項目数）

■注意点
　●：必須機能　⇒　対応可否☓は減点。
　　　　　　　　　　　　　×で代替案が無い場合は失格。

80

小計 210

価格 配点　２４０
大項目 中項目 参考見積書への記載内容等 参考 評価指標 配点

見積書に関する項目 構築経費

本システムの開発費用を記載してください。
　※内訳必須

募集要領「16．提出書類」の11.
参考見積書（様式６-１）

{１－見積額／提案限度価格（構築経費）}×100
　※小数点以下切り捨て

100

運用保守経費

本システムの稼働から7年間利用した際の費用を記載してください。
　※内訳必須

募集要領「16．提出書類」の11.
参考見積書（様式６-２）

｛1-見積額／提案限度価格（運用保守経費）｝×140点
　※小数点以下切捨て

140

小計 240

合計 600

別添２　評価基準書


